






























(対 「憲法 13条(自己情報コントロール権)/公共の福祉他Jアフ。ロー チ
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う。 B規約7条，憲法14条， B規約2条， 26条違反の主張も斥け，控訴を
棄却する。





















(3) H-2. 6.19 (指紋【収集】/刑事〉大阪高判平成2年6月19日1)(判時 1385
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に違反しないという。さらに，憲法 14条， B規約 26条，憲法 31条， 19 
条， 20条違反の主張も斥け，控訴を棄却する。
(4) H-4.3.26 <確認【収集】/刑事〉大阪地判平成4年 3月26日(刑集51巻

















かっ合理的な制度だという 2)。さらに，憲法 14条， B規約2条， 7条，憲法
26条， 31条違反の主張の他，適用違憲の主張も斥け，有罪とする。
(5) tI-4. 12. 14 <指紋【収集】/国賠〉神戸地判平成4年 12月14日3)(判時








し， I右自由は，憲法 13条の保障する権利に含まれる」とするが， I公共の
福祉の観点から一定の制約を受けることがある」という。そして， I外登法
14条が外国人の特定，同一性確認のための手段として指紋押捺制度を設け
たことは十分な必要性と合理性が認められる」として斥け，憲法 14条， 31 
条， B規約2条 1項， 26条， 7条違反の主張も斥ける。さらに，逮捕，指紋
強制採取，身体検査の違法性を否定する他，指紋票等の返還請求も斥け，請
求を棄却する。
(6) tI-7. 12. 15 <指紋【収集】/刑事〉最3判平成 7年 12月15日(刑集49巻








































憲法14条， 31条， B規約7条， 2条 1項， 26条違反の主張，適用違憲の主
張も斥け，棄却する。
(8) H-9.11.17 <確認【収集】/刑事〉最1判平成9年 1月17日(刑集51巻










(9) H-10. 11. 10 (指紋【収集】/国賠〉最3判平成 10年 1月10日(判地自
187号96頁，①→ H-4.12.14(指紋【収集】/国賠〉神戸地判，②→ H-8.6. 28 (指紋【収集】/
国賠〉大阪高判)5)は， H-7.12.15 <指紋【収集]/刑事〉最3判等の趣旨に徴して，
「我が国に在留する外国人について指紋押なつ制度が憲法 13条， 14条に違
反するものでないJとし，最 1判平成8年 2月22日(((消極主義II) ~→注 6)
参照)を援用して，外国人登録法14条 1項が，市民的及び政治的権利lこ関






















密接な関連をもっ」という。本判決以前の 5-61.8. 25 <指紋【収集】/刑事)東
京高判， 5-61. 12.26 <指紋【収集】/刑事〉福岡高判6)，H-2.6.19 <指紋【収集】/
刑事〉大阪高判， H-4.12.14 <指紋【収集】/国賠)神戸地判，本判決以降の H





る外国人にも等しく及ぶj という。本判決以前の 5-61.8. 25 <指紋【収集】/
刑事〉東京高判， 5-61.12.26 <指紋【収集】/刑事〉福岡高判， H-2.6.19 <指紋
【収集】/刑事〉大阪高判， H-4. 12. 14 <指紋【収集】/国賠〉神戸地判，本判決後
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プライパシーの権利をめぐる司法消極主義と積極主義(三)


















H-7.12.15 <指紋【収集】/刑事〉最 3判は，憲法 13条の保障する私生活上
の「自由も，国家権力の行使に対して無制限に保護されるものではなく，公
共の福祉のため必要がある場合には相当の制限を受けることは，憲法 13条
に定められている」という。本判決以前の S-61.8. 25 <指紋【収集】/刑事〉東
京高判， S-61. 12.26 <指紋【収集】/刑事〉福岡高判， H-2.6.19<指紋【収集】/刑
事〉大阪高判， H-4. 12. 14 <指紋【収集】/国賠〉神戸地判，本判決以後の H-8.















紋【収集】/刑事〉福岡高判， H-2.6.19(指紋【収集】/刑事〉大阪高判， H-4.12. 
14 (指紋【収集】/国賠〉神戸地判，本判決以後の H-8.6.28(指紋【収集】/国賠)













〈指紋【収集】/刑事〉福岡高判， H-2.6.19 (指紋【収集】/刑事〉大阪高判， H-4. 
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プライバシーの権利をめぐる司法消極主義と積極主義(三)
12.14 <指紋【収集】/国賠〉神戸地判，本判決以後の H-8.6. 28 <指紋【収集】/





事〉東京高判7)， 5-61. 12.26 <指紋【収集】/刑事〉福岡高判， H-2.6.19 <指紋
【収集】/刑事〉大阪高判， H-4. 12. 14 <指紋【収集】/国賠〉神戸地判，本判決以
後の H-8.6. 28 <指紋【収集】/国賠〉大阪高判， H-10.11.10 <指紋【収集】/国賠〉
最3判も同旨。
同指紋押捺以外の代替手段は，効能において劣る
5-61. 8. 25 <指紋【収集】/刑事〉東京高判， H-2.6.19 <指紋【収集】/刑事)大
阪高判， H-4.12.14 <指紋【収集】/国賠〉神戸地判， H-8.6.28 <指紋【収集】/国
賠〉大阪高判は，前述《消極主義II)付C(2)(c)(司で、扱った判決と同旨。
但し， 5-61. 12.26 <指紋【収集】/刑事〉福岡高判は， i確認方法につき，指紋
を含めたいかなる手段を選択するかは，まさに立法府の裁量に委ねられてい
るj とし，前述《消極主義II)に)C (2)(c) (I)で、扱った， 5-59.8.29 <指紋【収
集】/刑事〉東京地判と同旨。
約) 指紋押捺制度は憲法 14条 (B規約 26条， 2条1項)に違反しない





本判決以前のふ61.8.25<指紋【収集】/刑事〉東京高判， 5-61. 12.26 <指紋【収
集】/刑事〉福岡高判， H-2.6.19<指紋【収集】/刑事〉大阪高判， H-4.12.14 <指
紋【収集】/国賠〉神戸地判，本判決以後の H-8.6. 28 <指紋【収集】/国賠〉大阪






















う。本判決以前の H-4.3. 26 <確認【収集】/刑事〉大阪地判も同旨。
(イ)確認申請制度の立法目的には十分な合理性があり，その必要性も肯
定できる








必要性も肯定することができる」という。本判決以前の H-4.3. 26 <確認【収
集】/刑事〉大阪地判も同旨。
(効 内心に関わる情報とはいえない









































































































































いうことはできず，指紋押捺制度は憲法31条に違反」しないという。 H-8.6. 28 (指
紋【収集】/国賠〉大阪高判も同旨。
9) H-2. 6.19 (指紋【収集】/刑事〉大阪高判， H-4.12.14 (指紋[収集】/国賠)神戸地判，






















































14) 根森健・別冊ジ、ユリ 186号 10頁 (2007)。
15) 渋谷秀樹・法教 190号 77頁 (1996)。




































主張を斥ける。憲法 14条， B規約2条，憲法26条， B規約 7条，憲法31
条違反の主張も斥け，有罪とする。















































5-62.2.23 <指紋【収集】/刑事〉大阪地判， H-10.3.26 <指紋【収集】/国賠〉大
阪地判は，前述《消極主義II)←)C(1)(c)(方で、扱った判決と同旨。
付) みだりに指紋押捺を強制されない自由は外国人にも及ぶ




















































S-62. 2. 23 (指紋【収集】/刑事〉大阪地判， H-10.3.26 (指紋【収集】/国賠〉大
阪地判は，前述《消極主義 III)) 伺 C(2)(a)~ウ)で‘扱った判決と同旨。
(司指紋押捺の方法は受忍限度内
S-62. 2. 23 (指紋【収集】/刑事〉大阪地判， H-10.3.26 (指紋【収集]/国賠〉大
阪地判は，前述《消極主義II)(二)C(2)(c)0ウ)で、扱った判決と同旨。
制指紋押捺以外の代替手段は効能において劣る
S-62. 2. 23 (指紋【収集】/刑事〉大阪地判， H-10.3.26 (指紋【収集】/国賠〉大
阪地判は，前述《消極主義II)←)C(2)(c)伺で‘扱った判決と同旨。
仇) 指紋押捺制度は憲法14条 (B規約 26条， 2条l項)に違反しないし，
適用も違憲でない






























































しない」という。憲法 14条， 31条， B規約7条違反の主張，適用違憲の主
張も斥け，本件逮捕状請求を行った行為に違法性はなく，指紋採取も適法と
し，指紋原紙等の返還請求も棄却する。
























(3) H-l3. 9.19 <自動車【収集】/国賠〉東京高判平成l3年9月19日 (Rex，
①→H日13.2.6<自動車【収集】/国賠〉東京地判)原審を認容し，棄却する。









































































































る余地があるJという。 H-13.9.19<自動車【収集】/国賠〉東京高判， H-19.12. 






































H-4. 3. 26 (指紋【収集】/国賠〉京都地判は，前述《消極主義IIO>口C(2) (c) 
付)で、扱った判決と同旨。
(効指紋押捺制度は憲法 14条 (B規約26条， 2条1項)に違反しないし，
定住外国人にも一律に適用すべきものとしていることは立法政策








るJという。 H-13.9.19 (自動車【収集】/国賠〉東京高判， H-17. 1. 19 (自動車





























17.1.19(自動車【収集】/刑事〉東京高判， H-19.12. 26 (自動車【収集】/国賠)東





















組みとはなっていないJという 13)0 H-17.1.19 <自動車【収集】/刑事〉東京高


















H-17.10.14 <識別【流通】/(県)差止・国賠， (センター )差止， (国)国賠〉福岡
地判は，前述《消極主義II))β口C(2) (a)付)で、扱った判決と同旨。
同住民票コードを付する行為は氏名権の侵害ではない
H-17.10.14 <識別【流通】/(県)差止・国賠， (センター )差止， (国)国賠〉福岡
地判は，前述《消極主義II))β(弓C(2) (a)肪で、扱った判決と同旨。
制公権力による個人の包括的管理が行われる危険性はない

































べきであjり， r従って，厳格な合理性基準に準じた判断が求められよう j14) 















H-17.10.14 <識別【流通】/(県)差止・国賠， (センター )差止， (国)国賠〉福岡
地判について，コメントは見られない。
注
1) 私生活上の自由概念を用いるのは， H-13.2.6 (自動車【収集】/国賠〉東京地判， H
13.9.19 (自動車【収集】/国賠〉東京高判， H-19.12.26 (自動車【収集]/国賠〉東京地判
である。
プライパシ一概念を用いるのは，自己情報コントロール権の捉え方の弱いH-17.








































































































































(1) H-18. 3. 20 <識別【流通】/(県)差止・国賠， (センター )差止・国賠， (国)
国賠〉千葉地判平成 18年3月20日1)(判地自 285号8頁，②→H-19.10.17<識別









































H-18. 3. 20 (識別【流通】/(県)差止・国賠， (センター )差止・国賠， (国)国賠〉



























H-18.3.20 <識別【流通】/(県)差止・国賠， (センター )差止・国賠， (園)国賠〉
千葉地判は，前出《消極主義II))β付 C(2) (a) 0ウ)で扱った判決と同旨。
(司公権力によって包括的に管理されない自由の侵害ないしその危険性
はない
















H-18. 3. 20 <識別【流通】/(県)差止・国賠， (センター )差止・国賠， (国)国賠〉
千葉地判についてのコメントは見られない。
注
1) 千葉県民らによる Cタイプ(前出ー注21)参照)の住基ネット訴訟。本件では，
センターに対して国賠が求められている。原告らは，住基ネットが原告らのプライ
パシー権を侵害し，またその危険性がある，氏名権を侵害する，公権力によって包
括的に管理されない自由を侵害し，またその危険性がある等主張する。
158 
